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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期
第２四半期
連結累計期間

第11期
第２四半期
連結会計期間

第10期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（百万円） 21,005 10,115 43,642

経常損失(△)（百万円） △1,993 △812 △1,403

四半期(当期)純損失(△)

（百万円）
△1,399 △557 △2,055

純資産額（百万円） ― 12,252 12,631

総資産額（百万円） ― 41,365 41,160

１株当たり純資産額（円） ― 14,854.03 17,429.46

１株当たり四半期(当期)

純損失金額(△)（円）
△1,734.74 △677.83 △2,844.03

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
    ― ― ―

自己資本比率（％） ― 29.5 30.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△892 ― △2,833

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,190 ― △8,128

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,364 ― 6,547

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
― 1,295 2,014

従業員数（人） ― 1,268 1,342

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,268     

　（注）従業員数は、就業人員（当社グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,067     

　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

国内ウェディング事業（百万円） 1,772

海外・リゾートウェディング事業（百万円） 130

結婚派生事業（百万円） 25

合計（百万円） 1,928

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注組数
（組数）

受注組数残高
（組数）

国内ウェディング事業 3,280 6,610

海外・リゾートウェディング事業 984 1,371

合計 4,264 7,981

　（注）結婚派生事業は、提供するサービスの性格上、受注実績の記載に馴染まないため、記載しておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

国内ウェディング事業（百万円） 8,889

海外・リゾートウェディング事業（百万円） 882

結婚派生事業（百万円） 342

合計（百万円） 10,115

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国発の世界的な金融不安や原油・原材料価格の高騰等を受け、

設備投資の低迷や急激な円高の進行等により景気減速が顕著になってまいりました。

　当社グループが主事業を展開している挙式披露宴市場においては、ハウスウェディングスタイルのシェアは引き続

き拡大傾向にあるものの、業界における競合状況は前年度に引き続き厳しいものとなっております。

　このような状況のもと、当社グループは限られた経営資源を最適に配分し、効率的に事業を伸ばすため「選択と集

中」という考え方に則り、主事業である国内ウェディング事業を更に強化するための取り組みを進めてまいりまし

た。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（国内ウェディング事業）

　平成20年４月に新設したウェディング事業本部のもと、顧客視点に立ち返り、より高いクオリティのサービスを提供

するための改革を推進してまいりました。接客から挙式披露宴に至る過程において、お客様の安心感を醸成すること

を目的にオペレーションを統一したことで、サービス業としての更なる基盤固めと店舗運営の効率化を実現しまし

た。また徹底したマーケティングに基づいた施策を導入し、徐々に効果が表れております。具体的にはパソコンやモバ

イルを利用したインターネットによる情報収集のトレンドに合わせたツールの強化や、イベント利用による積極的な

集客間口の拡大、マタニティウェディングなどの市場変化への対応、他企業との提携による新たな集客経路の確立な

どにより、集客数・成約数は増加傾向にあります。

　売上高については、取扱組数が増加したことが寄与し、88億89百万円となりました。販売費及び一般管理費について

は計画どおり推移し、その結果、営業損失は４億34百万円となりました。 

  

（海外・リゾートウェディング事業）

　沖縄・バリの既存直営チャペルは計画通り順調に推移したこと、前期中にオープンしたグアムの２箇所のチャペル

が寄与し始めたこと、送客効率の高い旅行代理店への営業強化を行ったことから、取扱件数が大幅に増加し、その結

果、売上高は８億82百万円となりました。

　販売費及び一般管理費については計画どおり推移し、その結果、営業利益は１億１百万円となりました。

 

（結婚派生事業）

　結婚派生事業については、インターネットメディア事業、金融事業、旅行事業、美容事業、ギャラリー事業等、当社連結

子会社により、ブライダル市場の前後にある市場への展開を推進しております。

　なお、結婚情報サービス事業に関しましては、主事業である国内ウェディング事業との相乗効果が小さく収益化する

までに時間を要するため、平成20年５月に事業譲渡を実施しております。

　売上高については、各事業が概ね計画通りに推移した結果、３億42百万円となりました。

　販売費及び一般管理費については計画どおり推移し、その結果、営業損失は27百万円となりました。

 

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は101億15百万円、営業損失は７億86百万円、経常損失は８億12百万

円、四半期純損失は５億57百万円となりました。

　なお、表記金額に消費税等は含まれておりません。 
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第１四半期連結会計期間末

と比較し１億16百万円減少し、12億95百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失を10億６百

万円を計上したものの、減価償却費３億52百万円や賞与引当金１億41百万円の計上、前受金の増加４億45百万円など

により、２億75百万円の資金の増加となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、敷金及び保証金の差入による支出４億

69百万円などにより、５億31百万円の資金の減少となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加額６億17百万円や長

期借入金の返済による支出４億77百万円などにより、１億38百万円の資金の増加となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループが主事業を展開する挙式披露宴市場は、少子化が進むことから中長期的には縮小が見込まれておりま

す。一方で、ハウスウェディングの需要拡大に伴い、同業や他業種からの参入が増加しているため競争の激化が予想さ

れます。

　今後、市場の縮小が進むなかで、競争が激化し、競合企業のウェディングが顧客の志向によりマッチしたものであっ

た場合には、当社グループの業績に重要な影響を与える可能性があります。

 

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、平成20年５月22日に発表いたしました中長期的な経営戦

略にありますように、限られた経営資源を最適に配分し、効率的に事業を伸ばすため「選択と集中」に目を向け、抜本

的な改革を進めております。また、これまで不十分であったマーケティングを徹底的に行い、顧客・競合他社・自社の

分析結果を営業施策につなげることで、「真の顧客主義」を追求しております。それに基づいた取り組みの結果、集客

数・成約数双方に効果が現れ始めております。

　第３四半期連結会計期間以降も徹底的なマーケティングの結果を基に、お客様の目線に立った施策を打ち出し、引き

続き早期の業績回復を目指してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,491,200

計 2,491,200

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 822,700 822,700
東京証券取引所

（市場第一部）
―

計 822,700 822,700 ― ―

　（注）提出日現在発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権等の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年９月17日の臨時株主総会において決議されたものは、次の

とおりであります。

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） ―　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　9,000株　(注)５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　5,556円　(注)１　５　

新株予約権の行使期間
平成15年９月17日から

平成23年９月16日まで　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 5,556円

資本組入額　 2,778円

新株予約権の行使の条件 　(注)２　３　４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３　４　

代用払込みに関する事項 ―　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―　

　（注）１　当社が、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行（転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及

び旧商法第280条ノ19項第１項に基づく新株引受権行使の場合を含まない）するときは、次の算式により発

行価額及び付与株式数を調整する。この調整により生ずる１円未満の端数及び１株以下の端数はこれを切り

上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前発行価額

調整後発行価額

 

２　取締役又は従業員の地位の喪失

対象者が死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失時

に未行使の新株引受権を喪失するものとする。

３　新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。

４　その他の権利行使条件の細目は、平成13年９月17日開催の臨時株主総会決議及び平成13年７月16日開催の取

締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるものとする。

５　平成16年２月20日付をもって普通株式１株を３株に、平成16年６月18日付をもって普通株式１株を３株に、平

成16年11月19日付をもって普通株式１株を10株に分割したことにより発行価額は5,556円に調整されており

ます。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
―　 822,700     ― 3,449     ― 3,395
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（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

野　尻　佳　孝 東京都港区 152,350 18.52

株式会社東京ウェルズ 東京都大田区北馬込2-28－1 50,360 6.12

ステートストリートバンクアンドト

ラストカンパニー

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS　　　　　　　

　　　　02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋兜町6-7）

48,994 5.96

ウェルズ通商株式会社 東京都大田区北馬込2-28－1 48,000 5.83

株式会社ユニマット不動産 東京都港区南青山2-12-14 25,000 3.04

株式会社ユニマットホールディング 東京都港区南青山2-12-14 25,000 3.04

ビービーエイチルクスフィデリティ

ファンズパシフィックファンド

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）　

KANSALLIS HOUSE,PLACE DE L’ETOILE,　　

L-1021 LUXEMBOURG

（東京都千代田区丸の内2-7-1決済事業部）

18,706 2.27

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）   
東京都中央区晴海1-8-11 16,265 1.98

ビーエヌピーパリバセキュリティー

ズサービスパリスアクサジャスデッ

クフランス

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

3 RUE D'ANTIN 75002 PARIS

（東京都中央区日本橋3-11-1）
15,170 1.84

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）    
東京都港区浜松町2-11-3 11,449 1.39

計 － 411,294 49.99

　（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　16,265株

　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　11,449株

２. アクサ・インベストメント・マネージャーズ・パリ・エスエー（報告義務発生日：平成20年５月２日、提出

日：平成20年５月20日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨

報告を受けておりますが、当社として当第２四半期連結会計期間末時点における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 
保有株券等の

数（株）

株券等保有 

割合（％）

アクサ・インベストメント・マネー

ジャーズ・パリ・エスエー

Coeur Defense-TourB-100 Esplanade du

General de Gaulle 92932 Paris La Defense

cedex France

   76,260     9.27
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ―　 ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ―　 ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　822,700 822,700 ―　

単元未満株式 ―　 ― ―　

発行済株式総数 822,700 ― ―

総株主の議決権 ― 822,700 ―

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が51株（議決権の数51個）含ま

れております。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

― ―　 ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 11,790 17,480 12,390 9,550 8,700 8,380

最低（円） 9,680 11,110 8,100 7,860 5,240 4,850

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 桐山　大介 平成20年７月31日

 

(2）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役　 ―　 取締役　 人事部長 桐山  大介 平成20年７月16日

取締役　
総務部長

兼　人事部長
取締役　 総務部長 古小路　勝利 平成20年７月16日

取締役　 ―　 取締役　 総務部長  兼　人事部長 古小路　勝利　 平成20年８月１日

取締役　 ―　 取締役　
ウェディング事業本部長

兼　事業戦略室長
才門　麻子　 平成20年10月16日

代表取締役　
ウェディング　

事業本部長　
代表取締役　 ― 野尻　佳孝　 平成20年10月16日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,713 2,515

売掛金 293 268

営業貸付金 1,119 1,061

商品 93 87

貯蔵品 29 19

前払費用 563 562

繰延税金資産 767 81

その他 202 359

貸倒引当金 △43 △20

流動資産合計 4,738 4,934

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 15,657 15,550

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,047 △2,618

建物及び構築物（純額） 12,609 12,931

機械装置及び運搬具 110 122

減価償却累計額及び減損損失累計額 △59 △76

機械装置及び運搬具（純額） 51 46

工具、器具及び備品 2,112 2,103

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,359 △1,205

工具、器具及び備品（純額） 753 897

リース資産 35 －

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2 －

リース資産（純額） 32 －

土地 9,941 9,961

建設仮勘定 25 37

有形固定資産合計 23,413 23,873

無形固定資産

のれん 98 118

その他 905 973

無形固定資産合計 1,003 1,091

投資その他の資産

投資有価証券 673 617

長期貸付金 1,282 1,331

長期前払費用 428 467

繰延税金資産 728 602

敷金及び保証金 9,178 8,236

その他 9 6

貸倒引当金 △93 －

投資その他の資産合計 12,209 11,260

固定資産合計 36,626 36,225

資産合計 41,365 41,160
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,220 2,681

短期借入金 5,070 3,505

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 2,435

※1
 2,440

未払法人税等 82 45

賞与引当金 328 －

店舗閉鎖損失引当金 76 94

関係会社事業損失引当金 － 102

その他 2,695 2,355

流動負債合計 12,908 11,224

固定負債

長期借入金 ※1
 15,362

※1
 16,577

長期リース資産減損勘定 551 507

その他 290 219

固定負債合計 16,204 17,304

負債合計 29,112 28,528

純資産の部

株主資本

資本金 3,449 2,949

資本剰余金 3,395 2,895

利益剰余金 5,344 6,743

株主資本合計 12,188 12,588

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 31 7

評価・換算差額等合計 31 7

少数株主持分 32 35

純資産合計 12,252 12,631

負債純資産合計 41,365 41,160
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 21,005

売上原価 10,468

売上総利益 10,536

販売費及び一般管理費 ※1
 12,155

営業損失（△） △1,618

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 0

匿名組合投資利益 56

受取賃貸料 8

その他 10

営業外収益合計 85

営業外費用

支払利息 313

為替差損 112

その他 35

営業外費用合計 461

経常損失（△） △1,993

特別利益

関係会社事業損失引当金戻入額 19

特別利益合計 19

特別損失

固定資産除却損 19

減損損失 ※2
 91

貸倒引当金繰入額 ※3
 93

特別損失合計 203

税金等調整前四半期純損失（△） △2,177

法人税、住民税及び事業税 39

法人税等調整額 △812

法人税等合計 △772

少数株主損失（△） △4

四半期純損失（△） △1,399

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

四半期報告書

16/28



【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 10,115

売上原価 4,994

売上総利益 5,120

販売費及び一般管理費 ※1
 5,906

営業損失（△） △786

営業外収益

受取利息 6

匿名組合投資利益 28

受取賃貸料 4

為替差益 95

その他 3

営業外収益合計 137

営業外費用

支払利息 163

その他 0

営業外費用合計 164

経常損失（△） △812

特別損失

固定資産除却損 9

減損損失 ※2
 91

貸倒引当金繰入額 ※3
 93

特別損失合計 194

税金等調整前四半期純損失（△） △1,006

法人税、住民税及び事業税 21

法人税等調整額 △483

法人税等合計 △462

少数株主利益 14

四半期純損失（△） △557
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,177

減価償却費 726

減損損失 91

賞与引当金の増減額（△は減少） 328

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △18

関係会社事業損失引当金戻入額 △19

受取利息及び受取配当金 △10

支払利息 313

為替差損益（△は益） 124

売上債権の増減額（△は増加） 394

営業貸付金の増減額（△は増加） △58

仕入債務の増減額（△は減少） △460

前払費用の増減額（△は増加） 1

未払金の増減額（△は減少） △148

その他 297

小計 △616

利息及び配当金の受取額 10

利息の支払額 △315

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 28

営業活動によるキャッシュ・フロー △892

投資活動によるキャッシュ・フロー

匿名組合現金預金の純増減額 61

定期預金の増減額（△は増加） 19

有形固定資産の取得による支出 △313

貸付けによる支出 △15

貸付金の回収による収入 58

敷金及び保証金の差入による支出 △1,001

敷金及び保証金の回収による収入 23

事業譲渡による収入 4

その他 △28

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,190

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,592

長期借入金の返済による支出 △1,219

株式の発行による収入 995

リース債務の返済による支出 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,364

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △719

現金及び現金同等物の期首残高 2,014

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,295
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

1．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

    通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)が適用さ

れたことに伴い、主として個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法)により算定しております。

　　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　  第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しており

ます。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

 （3）リース取引に関する会計基準の適用　

　  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間から

これらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。

  これによる、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失、税金等調整前四半期

純損失に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

1. 一般債権の貸倒見積高の算定

方法　

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。　 

2. 固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

3. 繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度に

おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によって

おります。　

 

 

【追加情報】

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

（賞与引当金）

　従来、従業員賞与の確定額を流動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、当社

及び一部の子会社において人事制度が変更されたことに伴い、連結財務諸表作成時に支給額が確定しないこととなった

ため、当第２四半期連結会計期間末において、当該賞与の支給見込額を「賞与引当金」として、区分掲記しております。

 

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

四半期報告書

20/28



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　財務制限条項　　

 当社の借入金のうち7,250百万円には、下記の財務

制限条項が付せられております。なお、これに抵触し

た場合には、当該借入金の返済を求められる可能性

があります。

※１　財務制限条項　　

 当社の借入金のうち8,100百万円には、下記の財務

制限条項が付せられております。なお、これに抵触し

た場合には、当該借入金の返済を求められる可能性

があります。

①各連結会計年度の決算期の末日における連結貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75

　％以上に維持すること。

①各連結会計年度の決算期の末日における連結貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75％以上に維持すること。

②各事業年度の決算期の末日における単体の貸借対

照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること。

②各事業年度の決算期の末日における単体の貸借対

照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること。

③各連結会計年度の決算期の末日における連結損益

計算書に示される営業損益が２期連続して損失とな

らないようにすること。

③各連結会計年度の決算期の末日における連結損益

計算書に示される営業損益が２期連続して損失とな

らないようにすること。

④各事業年度の決算期の末日における単体の損益計

算書に示される営業損益が２期連続して損失となら

ないようにすること。

 

④各事業年度の決算期の末日における単体の損益計

算書に示される営業損益が２期連続して損失となら

ないようにすること。

 

　２　偶発債務

関係会社株式会社ライフエンジェルの銀行借入金に

対する保証債務

　２　偶発債務

関係会社株式会社ライフエンジェルの銀行借入金に

対する保証債務

1,070百万円 1,090百万円

関係会社株式会社グッドラック・コーポレーション

の不動産賃貸借契約に係る保証債務

関係会社株式会社グッドラック・コーポレーション

の不動産賃貸借契約に係る保証債務

390百万円 418百万円

関係会社株式会社Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙの不動産賃

貸借契約に係る保証債務　

 

67百万円  

株式会社パートナーエージェント(結婚情報サービ

ス事業の事業譲渡先である株式会社ドリームドアが

商号変更)の不動産賃貸借契約に係る保証債務

 

 

10百万円  
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当　 2,765百万円

賞与引当金繰入額 328 

地代家賃　 2,802 

  

※２　減損損失

当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所

店舗設備 リース資産 信州・北陸地区 

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングし、減損損失

の認識を行っております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、また、継続してマイナスとなる見込みである店舗について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（91百万円）として特別損失に計上いたしました。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額の算定に当たっては、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローの割引率は４％を使用しております。

  

※３　貸倒引当金繰入額は店舗賃借に伴う敷金に係るものであります。   
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当　 1,282百万円

賞与引当金繰入額 141 

地代家賃　 1,397 

 

※２　減損損失

当第２四半期連結会計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所

店舗設備 リース資産 信州・北陸地区 

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングし、減損損失

の認識を行っております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、また、継続してマイナスとなる見込みである店舗について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（91百万円）として特別損失に計上いたしました。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額の算定に当たっては、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローの割引率は４％を使用しております。

 

※３　貸倒引当金繰入額は店舗賃借に伴う敷金に係るものであります。    

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 1,713

預入期間が３か月を超える定期預金　 △20

現金及び預金のうち匿名組合保有額 △398

現金及び現金同等物 1,295

 

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式  822,700株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成20年４月30日を払込期日として、第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、第１四半期連

結会計期間において資本金が500百万円、資本準備金が500百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末におい

て資本金が3,449百万円、資本準備金が3,395百万円となっております。　　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 

国内ウェ
ディング事
業

（百万円）

海外・リ
ゾートウェ
ディング事
業

（百万円）

結婚派生
事業

（百万円）

計
　（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 8,889 882 342 10,115     ― 10,115

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― 3 33 37 △37     ―

計 8,889 886 376 10,152 △37 10,115

営業利益又は営業損失(△） △434 101 △27 △359 △426 △786

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

２．各区分の主なサービス

(1) 国内ウェディング事業　…………………国内におけるウェディングの運営

(2）海外・リゾートウェディング事業　……海外・リゾートにおけるウェディングの運営

(3) 結婚派生事業　……………………………結婚準備及び生活を総合サポートするインターネット

メディアの制作及び運営等の結婚に派生する事業　

  

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 

国内ウェ
ディング事
業

（百万円）

海外・リ
ゾートウェ
ディング事
業

（百万円）

結婚派生
事業

（百万円）

計
　（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 18,762 1,514 729 21,005     ― 21,005

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― 7 95 102 △102 ―

計 18,762 1,521 824 21,107 △102 21,005

営業利益又は営業損失(△） △614 65 △77 △626 △991 △1,618

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

２．各区分の主なサービス

(1) 国内ウェディング事業　…………………国内におけるウェディングの運営

(2）海外・リゾートウェディング事業　……海外・リゾートにおけるウェディングの運営

  (3) 結婚派生事業　……………………………結婚準備及び生活を総合サポートするインターネット

メディアの制作及び運営等の結婚に派生する事業　

３. 第１四半期連結会計期間において、結婚情報サービス事業を事業譲渡したことにより、結婚派生事業におけ

る資産が前連結会計年度末と比較して、概ね139百万円減少しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 14,854.03円 １株当たり純資産額 17,429.46円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,734.74円 １株当たり四半期純損失金額（△） △677.83円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △1,399 △557

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △1,399 △557

期中平均株式数（株） 806,853 822,700

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―

 

―

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結

会計年度末に比べて著しい変動がないため記載を省略しております。
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２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

四半期報告書

26/28



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月14日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柏嵜　周弘　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平郡　　真　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テイクアン

ドギヴ・ニーズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月1日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ及び連結子会社の平成20年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　　 報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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